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組合員の皆さまへ
平成２０年１月１日から 貸付利率（特例）が上がります!!貸付利率（特例）が上がります!!貸付利率（特例）が上がります!!貸付利率（特例）が上がります!!

　共済組合の貸付事業にかかる組合員への貸付けは、預託金管理経理から借り入れた資金により行っています。
　このたび、預託金管理経理の余裕金（※１）を他の経理単位に貸し付ける場合の利率の特例利率が見直されたことにともない、特例利率を変更することに
なりました。
　共済組合の貸付事業にかかる組合員への貸付利率は、原則は奈良県市町村職員共済組合貸付規則第７条第１項に規定する３.４６％（災害貸付２.８８％、
在宅介護対応住宅貸付３.２０％）ですが、長期給付事業の財政の安定に配慮して、現在２.２６％（災害貸付１.８８％、在宅介護対応住宅貸付２.０％）の特例利
率が適用されています。 
　しかしながら、被用者年金の一元化（関連法案を平成19年４月13日閣議決定・同日第１６６回通常国会提出）において、これまで共済組合の独自資金であっ
た長期給付積立金は厚生年金の積立金と共通財源に位置づけられ、共通ルールに基づき、全国市町村職員共済組合連合会において管理・運用を行うことと
されたことなどから、預託金管理経理の余裕金を貸付経理等へ貸付けを行う場合の利率が引き上げられました。 
　さらに、共済組合の貸付金利と市中金利との適合を図ることなどから、共済組合の貸付事業にかかる組合員への貸付金特例利率２.２６％（災害貸付１.８８
％、在宅介護対応住宅貸付2.0％）は、平成20年1月1日から平成20年6月30日の間は2.46％（災害貸付２.０５％、在宅介護対応住宅貸付２.２０％）に、平成20年７
月１日から平成21年６月30日の間は２.６６％（災害貸付２.２２％、在宅介護対応住宅貸付２.４０％）へと段階的に引き上げられることとなりました。  
　また、下表のとおり財政融資資金利率（※２）が一定の率を上回る場合、財政融資資金利率の金利に応じた変動利率により貸付利率（特例利率）（※３）が
設定されることとなります。

※１　預託金管理経理の余裕金：平成19年４月１日から全国市町村職員共済組合連合会から預託金として運用を委ねられている資金で、いわゆる長期給
付積立金。

※２　財政融資資金利率：国債の市場流通金利を基準として財務大臣が毎月定める利率。
※３　特例利率：財政融資資金利率の金利に応じた変動利率。

◎奈良県市町村職員共済組合貸付規則附則
財政融資
資金利率

3.2～

災害貸付

2.88

在宅介護対
応住宅貸付

3.20

備　　　考普通・特別
住宅貸付

3.46

～2.4 2.22 2.402.66

特例期間が終了した日の属する月の末日（理事長が必要と認める場合
には、当該末日の翌日以後３月以内の日で理事長が定める日） 

毎年の１月１日および７月１日から、１月１日にあっては直近の１０月１
日、７月１日にあっては直近の４月１日における財政融資資金利率に０．
２６％を加えた利率

財政融資資金利率の改定日（理事長が必要と認める場合は、その日か
ら３月以内で理事長が定める日） 

（利率 ： ％）

◎平成２０年１月１日から平成２０年６月３０日までの間
財政融資
資金利率
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2.38
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2.72 3.003.26
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2.3
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～2.2 2.05 2.202.46

特例期間が終了した日の属する月の末日（理事長が必要と認める場合
には、当該末日の翌日以後３月以内の日で理事長が定める日）

毎年の１月１日および７月１日から、１月１日にあっては直近の４月１日
における財政融資資金利率に０．２６％を加えた利率

財政融資資金利率の改定日（理事長が必要と認める場合は、その日か
ら３月以内で理事長が定める日）

（利率 ： ％）

◎平成２０年7月１日から平成２1年６月３０日までの間
財政融資
資金利率

3.0～

災害貸付

2.72

在宅介護対
応住宅貸付

3.00

備　　　考普通・特別
住宅貸付
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2.88 3.203.46
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2.63
2.55
2.47
2.38
2.30

2.90
2.80
2.70
2.60
2.50

3.16
3.06
2.96
2.86
2.76

～2.4 2.22 2.402.66

特例期間が終了した日の属する月の末日（理事長が必要と認める場合
には、当該末日の翌日以後３月以内の日で理事長が定める日）

毎年の１月１日および７月１日から、１月１日にあっては直近の４月１日
における財政融資資金利率に０．２６％を加えた利率

財政融資資金利率の改定日（理事長が必要と認める場合は、その日か
ら３月以内で理事長が定める日）

（利率 ： ％）

上段19年度
下段20年度

上段20年度
下段21年度

　今年も受験のシーズンがやってきました。合格にともない入学金や授業料等のまとまった資金が必要と
なってきます。共済組合では、入学・修学貸付を行っていますので、ご案内いたします。 

〔注１〕入学および修学貸付の対象となる学校は、学校教育法に規定する高等学校・大学・高等専門学校・専修学校・各種学校とし、外国の教育機関については、これらに相
当するものとします。 

〔注２〕外国の教育機関については、必要に応じて他の関係書類を提出していただくことがあります。
〔注３〕次の①または②に該当する組合員が新たに貸付け（高額医療貸付・出産貸付を除く）の申込みをされる場合において「借入状況等申告書」に①または②の記載がな

い（完済のため）場合は、完済したことが確認できる書類の提出が必要です。 
①過去に本組合からの借入れがあり、その当時の貸付申込書に添付されている「借入状況等申告書」に他の金融機関等からの借入れの記載があった。
②過去に本組合から住宅貸付・災害貸付・在宅介護対応住宅貸付の借入れがあり、その当時の貸付申込書または登記簿謄本等（抵当権情報）に金融機関からの借
入れの記載があった。                                                          

※完済したことが確認できる書類
　完済証明書、抵当権抹消後の登記簿謄本（写し）、借用証書（完済の印があるもの）などです。
〔注４〕①１学年ごとの申込となり、１年間分を借受ける場合は毎年２月１５日決定分（２月１４日締切り）から４月１日決定分（３月３１日締切り）までの申込み分とする。

②修業年限の中途で申込む場合は、貸付けの申込みの翌月から年度末までの月数×１０万円＝貸付限度額
①、②において、貸付申込金額は貸付限度額内であっても、「修学するために必要な費用の明細」に記載されている金額を超えることはできません。                                                          

〔注５〕貸付金利率につきましては、現在、特例として本則の貸付金利率より引き下げられていますが、特例期間が終了した場合は、本則の貸付金利率に復されます。
〔注６〕借受人は、貸付債務の保全事業（※）に要する費用の一部を次により負担していただくことになります。　

・前月末日における未償還元金に０．００５％を乗じて得た額（円位未満の端数は切捨て）を毎月の償還額に加える。
（※）全国市町村職員共済組合連合会が行う保全事業について、全国市町村・都市職員共済組合は、共同して保険料（払込金）を負担し急増している貸付事故による

未回収債権を保険金（交付金）により補てんしています。                                                                
〔注７〕入学貸付・修学貸付とも、「資金を必要とする最も近い時期」に貸付けの申込みを行っていただくことになり、高等学校等への支払期限が過ぎている場合は、貸付け

を行うことができません。しかし、高等学校等への入学年度においては、合格発表があってから入学金・授業料等の納付期限が短く、「資金を必要とする最も近い時
期」に貸付交付日が間に合わない場合がありますので、入学年度における入学・修学貸付の申込みにつきましては、入学許可書、合格通知書の発行日より、６ヵ月間
貸付けの申込みをすることができます。   　　　　
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